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要 旨 

インターネットの普及により，社会生活の中で扱われる情報が，今までの発想や現在の仕組み

ではコントロールすることが難しくなっている。教育分野においても，先端技術等を効果的に活

用していくことが必須となり，新しい学校像をイメージした，クラウドの活用推進，教員の研修

機会の確保，児童生徒が自ら学ぶ力を引き出すための環境の構築，事例の普及等を図るため，奈

良県においては，県域で GIGA スクール構想が推進されている。 

本稿では，新学習指導要領に基づく高等学校の情報科における指導内容を検討するに当たり，

義務教育段階で取り組まれている GIGA スクール構想の推進の状況から見えてくる課題について

述べる。 
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１ はじめに 

2018年３月に公示された高等学校学習指導要

領では，2017年３月に公示された小学校及び中

学校の学習指導要領と同様に，情報活用能力が

「学習の基盤となる資質・能力」と位置付けら

れ，学校のＩＣＴ環境整備とＩＣＴを活用した

学習活動の充実に配慮することが明記された。

高等学校の情報科（以下「高校教科「情報」と

いう。）担当教員の指導力を高めることが一層

重要となっていることから，文部科学省や教育

委員会をはじめとして，教員を対象とした研修

会の開催や研修で活用するための新学習指導要

領に対応した教員研修用教材 [1]の作成が行わ

れている。また，2019年から，主に文部科学省

が中心となって，これまでの我が国の教育実践

と最先端のＩＣＴのベストミックスを図ること

によって教員・児童生徒の力を最大限に引き出

し，高速大容量の通信ネットワークと１人１台

の情報端末を一体的に整備し活用することで，

多様な子どもたちの資質・能力を伸ばす教育環

境の実現を目指すGIGAスクール構想が推進され

ることとなった。さらには，2024年度以降に行

１ 奈良県では，GIGA スクール構想を推進するため，県内全ての自治体が参加する協議会を設立し，情報端末の

共同調達や教員研修を県域で実施している。 

われる大学入学共通テストの出題について，大

学入試センターが新たな教科「情報」を新設し

て，現在の６教科30科目を７教科21科目に見直

す素案が示されるなど，高校教科「情報」を取

り巻く環境は，2003年に教科が新設されて以

来，最も大きな変化を迎えようとしていると

言っても過言ではない。 

そこで，本稿では，奈良県教育委員会が主導し

て県域で取り組んでいるGIGAスクール構想１（以

下「県域GIGAスクール構想」という。）の取組

を事例として取り上げ，高校教科「情報」にお

ける指導内容の検討に与える新たな影響につい

て考察する。県域で実施している取組に基づい

た考察を行うことで，初等中等教育を俯瞰し，

多様な児童生徒の実態を抱えなければならない

高校教科「情報」の課題が見えやすくなると考

えたからである。 

２ 情報端末スキルの習熟度の格差 

高校教科「情報」が比較的新しい教科である

ことと，これまでの日本の義務教育段階におい

ては，いわゆるＩＣＴスキルの習得に特化した
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教科科目がないことから，高等学校に入学して

くる生徒は，学校及び家庭のＩＣＴ環境に大き

な影響を受け，入学時点で情報に関する知識・

技能にかなりの差が生じてしまう実態があり，

高校教科「情報」を担当する教員は，スキルの

差やそれに影響された学習意欲の差を解消する

ために，実態に応じた学習支援システム [2]を

検討するなど，多くの労力を注ぎ，数多くの工

夫や実践を行ってきた。ともすると，その差を

埋めることが主目的となった指導計画に陥り，

本来の教科の目標を果たすことに困難を生じて

きたことは容易に想像できる。ただし，それら

の取組は，あくまでも教科指導を行う教員の対

処でしかなく，入学時点で生じる不均衡の解消

については，自らが直接関わることのない義務

教育段階の指導と家庭とに委ねるしかないとい

うのが現状である。 

入学生のスキルの差やそれに影響された学習

意欲の差の主因が，学習環境，とりわけＩＣＴ

環境の差にあるとする点について限れば，今後

は，大きく改善される見通しが立っている。

2020年度内には，ほぼ全国の小・中学校で，校

内に高速大容量のネットワークが構築され，児

童生徒１人１台の情報端末が整備される状況 

[3]が整うこととなった。奈良県においては，全

国に先駆けて県域で共同調達を実施したこと

で，年内にほぼ情報端末の配備を終える状況２

であり，学校内でのオンライン授業はもちろ

ん，家庭への持ち帰りも含めたリモート学習を

行うことができる環境が整うことになる。  

校内ネットワークの整備については，短期間

で全国一斉に構築する状況にあるため工事の手

配が難しい地域もあり，年度末までかかる学校

も多くあるが，少なくとも2021年４月からは，

ほぼ全国の小・中学校で，児童生徒１人１台の

情報端末をインターネットに接続できる環境が

整うことになる。ただ，国の補助はあくまでも

校内のネットワークが対象であるため，学校と

学校外を結ぶ回線状況によっては，せっかくの

ネットワークや端末を十分に生かすことができ

ない不十分な状況が生じることが懸念されてい

る。 

どのような環境を構築するかを考えるときに

課題となることは，児童生徒や教員が扱う情報

端末を，どのような場面で活用させることを想

定しているかということである。たとえば，大

きく意見が分かれることが想定されるのは，情

報端末の持ち帰り対応である。情報端末を扱う

ためのスキルアップを，学習活動に特化して学

校の先生の指導のもとだけで行おうと考えるの

 
２ 39 自治体中，38 自治体で配備が完了予定。 

か，家庭での利用も含めて生活の中で広く情報

端末を扱わせて子どもたちに委ねようと考える

のか，という違いで，当然整備のあり方も指導

法も違ってくる。どちらが子どものスキルアッ

プに繋がるかは，ここで論じるまでもないであ

ろう。今後は，入学生のスキルの差やそれに影

響された学習意欲の差は，ＩＣＴ環境の差では

なく，学校がどのように指導しようとしている

のか，という考え方による差になる可能性は否

定できない。 

３ プログラミング教育の必修化 

2020年度から，小学校段階におけるプログラ

ミング教育の必修化がスタートした。2020年3

月に文部科学省が公表したアンケート調査 [4]

表 1 奈良県域のＩＣＴ環境整備状況 
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の結果によると，自治体や担当者による取組の

状況の差はあるものの，概ね何らかの取組がス

タートしている状況が見て取れる。奈良県にお

いても，2018年度から，奈良県立教育研究所で

実施している教員の免許状更新講習において小

学校プログラミング教育のメニューを用意して

必履修とし，また，年間50回程度に及ぶ指導主

事を派遣した校内研修も実施してきた。さらに

2020年度には，指導主事がオンラインで参加す

るという研修形態が普及したため，多くの学校

でプログラミング教育に関する研修を開催する

ことが可能になったため，学校を超えて教員間

の交流を行うことも可能になった。 

奈良県立教育研究所が実施した小学校プログ

ラミング教育に関する教員研修実施後に行った

参加者に対するアンケート３によると，2020年

度になって，他校との実践交流が飛躍的に進む

ようになったことが見て取れる。これは，小学

校における新学習指導要領全面実施の初年度で

あることによる影響が大きいと推察されるが，

県域GIGAスクール構想に基づいた共同調達によ

り，県内のすべての学校においてクラウドを含

むインターネットの利用環境が標準化された４

ことに加え，県域で同一ドメインを利用できる

環境を整えたことにより，今まで特定の地域の

特定の環境がある教員だけが行える先進的な事

例が，自らも行うことができる事例として捉え

ることができるようになったことが大きいので

はないか。この点については，今後の継続的な

調査と分析が待たれる。 

 

質問項目 
2019.3 

（142） 

2020.8 

（98） 

年度内に，学年規模でプログラ

ミング教育に関する研修を実施

又は実施する予定。 

100.0％ 

(142) 

100.0％ 

(98) 

年度内に，学校全体の校内研修

規模でプログラミング教育に関

する研修を実施又は実施する予

定。 

14.8% 

(21) 

95.9% 

(94) 

県内他校におけるプログラミン

グ教育実践について研修等で知

る機会があった。 

5.6% 

(8) 

90.8% 

(89) 

県外の小学校におけるプログラ

ミング教育実践について研修等

で知る機会があった。 

2.8% 

(4) 

5.1% 

(5) 

 
３ 奈良県立教育研究所が実施した小学校プログラミング教育に関わる研修実施後に，Web での Yes/No の 2 項目選択

方式にて無記名回答を得たもの 
４ 県域 GIGA スクール構想の共同調達では，プログラミング教材やコンテンツについても，自治体単位ではなく県域

で導入し，それらを利用するためのスキルアップ研修についても県域で実施している。 

自らのプログラミング教育の実

践を、教員研修等で他校の教員

に紹介したことがある。 

1.4% 

(2) 

11.2& 

(11) 

※（ ）内は回答者数  
 

表 2 プログラミング教育に関する研修を受

講した教員に対するアンケートより 

 

また，県内の事例を知る機会が大幅に増加し

ていることと比較して，県外の事例を知る機会

には有意な変化が見られない点については，学

校の教員が，書籍や学校内の同僚から先輩から

学ぶ機会が多く，SNS等のインターネットを利

用することが一般的ではないことを示している

のではないか。そのことについては，2019年に

奈良県立教育研究所が実施した奈良県の先生の

働き方調査 [5]の項目からも見て取れる。 

 
質問項目 選択肢 回答率 

教科等の指導法の各

種スキルについて、

あなたが身に付けた

方法をすべてお選び

ください。 

先輩・同僚 78％ 

書籍等 57％ 

インターネット 38％ 

研修会・勉強会 67％ 

自己流 50％ 

※ n=3,845 

表 3 スキル習得の手段 

 

これらの現状から見えてくることは，プログ

ラミング教育の必修化もきっかけの１つとなっ

て，コンピュータはコンピュータ室で使い方を

学ぶという指導のスタイルからの脱却が進むで

あろうということである。実際，教員向け研修

がコンピュータ室で開催され，プログラミング

教育の教材は何を活用するか，キーボード入力

をしないで済む指導法にはどのような事例があ

るかという点にウエイトが置かれた内容も多く

あった。これからは，小学校低学年から児童生

徒１人１台の情報端末を普通教室で利用できる

環境が整うことによって，教科を問わず，多く

の教育実践が教室で行われることが想定される

ため，持ち帰り学習の推進と共にキーボード操

作も含めたスキルアップが期待でき，今後は年

を追って，高校教科「情報」のスタートライン

が変容していくことになるのは間違いない。 
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４ 県域でのクラウドの活用 

奈良県においては、2017年度から県域で統合

型校務支援システム導入実証研究事業を行って

きた。宮田ら（2016）による校務支援システム

の運用による教員の意識の経年比較 [6]におい

ても示されているとおり，教員は，統合型校務

支援システムを利用することで，システムが有

する機能の必要性を強く感じることが明らかで

る。奈良県の実践においても，利用の効果を実

感して業務の改善に生かしていることが報告さ

れている。これは，いわゆる校務系ネットワー

クで運用されるシステムの活用であり，奈良県

内の全校で運用できるようになれば，就学前か

ら小学校，小学校から中学校，そして，中学校

の教員と高等学校の教員に大きな負荷がかかる

高校入試に関する事務手続きでデータを利用す

ることが可能になり，業務大きく改善されるこ

とが期待できる。奈良県においては，2023年度

に県内のすべての学校で利用する前提でシステ

ムの開発が進められている。 

校務系と並行して，学習系のネットワークに

ついても県域で運用することを想定し，県内の

教育関係者間で情報が共有できるクラウド型プ

ラットフォームの活用の可能性について検討を

はじめた。背景には，eポートフォリオ等にイ

メージされる児童生徒の学びのカルテともいう

べき，学校種を超えたデータ連携の有用性につ

いての議論がある。システムの機能面や運用

ルールの点ですぐには解決できない課題が多く

あることは承知していたが，インターネットの

普及によって，これまで想定し得なかった新し

い形態のコミュニケーションや情報共有が簡単

にできる社会となり，人はいつどこでどのよう

に学ぶ機会を得られるのか，学校教育はどのよ

うな役割を果たせるのかが問われるようになっ

た。奈良県教育委員会は，教育の情報化を考察

する軸として「クラウドの活用」と「組織を超

えた情報共有のための連携」を据えることと

し，2016年に，県域で教育の情報化を推進する

手始めとして，県立学校の教員を対象とした研

修等で多様なサービスを利用するための公的な

アカウントの発行を考え，地域ドメインである

「@e-net.nara.jp」を取得した。この時点で既

に，将来，大学，私立学校はもちろん，保護者

や地域を含めたドメイン運用が考えられるかも

知れないということを想定し，初等中等教育機

関向けドメインである「ed.jp」ではなく，都

道府県型ドメイン「nara.jp」を選択した。ク

ラウドサービスは，Microsoft Office365（当

時）を採用し県立学校から利用を開始した５。 

 
５ これらのサービスについては 2020 年 10 月現在も利用している。 

2019年6月に，学校教育の情報化の推進に関

する法律が施行されるのと期を同じくして，圏

域で Google for Education を契約する検討を

はじめ，同年10月には奈良県教育委員会として

の契約を完了した。同年12月には，GIGAスクー

ル構想の実現に向けた補正予算が発表され，奈

良県教育委員会は，校務系，学習系の両ネット

ワークの活用について，県内の全市町村教育委

員会と連携して県域で推進していくことを宣言

し，県域GIGAスクール構想をスタートさせるこ

ととなった。 

５ おわりに 

その後，突如として，世界規模で新型コロナ

ウイルス感染症の拡大が起こり，感染拡大防止

対策による政府の「緊急事態宣言」を受けて実

施された学校等の臨時休業の措置と合わせて，

無償で利用できる Google アカウントを県内す

べての国公立学校・大学で利用できるようにア

カウントの共用を開始した。2020年10月時点で

県内の私立学校とも同一ドメインで利用するこ

とが決まり，2021年1月からの利用に向けて協

議をはじめているところである。その環境をど

のように活用することが効果的なのかは，今後

の多くの実践を待たねばならない。 
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